
企業版ふるさと納税の活用を目指す自治体と企業に対して、計画書の策定からパートナー探し
（企業や地域）等、地域の課題解決を通じ、地域と企業双方の持続可能な発展を支援します。

地域と企業を繋ぎ、持続可能な発展を応援！

企業版ふるさと納税の活用を目指す自治体と企業が、制度利用のためのコーディネートを
「river（リバー）」を利用することで得られます。

リバーは「企業版ふるさと納税」のこんな悩みを解決

river には、こんな仲間がいます！

サービスイメージ

自治体や企業向け「企業版ふるさと納税」コンサルティングプラットフォーム

紹介
相談

相談

企業自治体
（プロジェクト） 企画立案

寄附プラットフォーム

地域再生計画

制度を知りたい
制度利用のために
何をすればよいのか知りたい
地域再生計画の作成を依頼したい
寄附を集めたい

自治体に寄附したい
どうすれば適用されるか制度を知りたい
いくらまで寄付できるか知りたい
地方で実証実験の場を探したい
自治体とパートナーシップを結びたい
報告書をつくってほしい

自治体 企業

コーディネータ サービス提供事業者

コーディネータ サービス提供事業者 寄附企業
課題解決のためのステークホルダーを
集めて、全体をコーディネートする人

自治体の課題を解決する
ソリューションを提供する企業

企業版ふるさと納税制度を活用して
資金提供を行いたい企業

寄附



企業版ふるさと納税とは

「river（リバー）」のご利用・ご検討のお問い合わせはこちら。

https://www.cpriver.jp/

〒240-0003　神奈川県横浜市保土ヶ谷区天王町 1-1-10 第一アカネビル 4F
TEL:045-442-3874　FAX:045-442-3884　https://www.cultive.co.jp

株式会社カルティブ
【運営会社】

株式会社カルティブは、持続可能な開発目標（SDGs）を支援しています。
株式会社カルティブは、「地方創生 SDGs 官民連携プラットフォーム」「一般社団法人 SDGs 活動支援センター」の会員です。

アクセスはこちら

river 公式チャンネル
「cultive river」

YouTube にて動画配信中！
専門家による制度紹介やポイントをYouTube にて配
信中。制度紹介から税制改正ポイントの解説などここ
だけの魅力的なコンテンツが盛りだくさん。

企業版ふるさと納税（地方創生応援税制）は、国が認定した地方公共団体の地方創
生プロジェクトに対し企業が寄附を行った場合に、寄附額の約６割（現行約３割＋
2020年 4月より拡充の約３割）を法人関係税から税額控除する仕組みです。これ
により、損金算入による軽減効果（寄附額の約３割）と合わせて、最大で寄附額の
約９割が軽減され、実質的な企業の負担は約１割まで圧縮されます。

こちらのQRから
アクセスできます。

https://furu-con.jp/

ネットで寄附が完結できる
（リバー連携サービス）

リバーでつくられたプロジェクトは、連携サービスの
「ふるさとコネクト」から寄附を行うことができます。

※「ふるさとコネクト」は「株式会社 JTB」のサービスです。
こちらのQRから
アクセスできます。

制度の概要

企業にとってのメリット

寄附額
例1,000 万円寄附すると、最大約 900万円の法人関係税が軽減

拡充
現行

通常の寄附

損金算入
による軽減効果 約３割 税制控除

（現行）
税制控除
（拡充）最大３割

企業負担
最大３割 約1割

社 会 貢 献
新事業展開パートナーシップ

の構築
企業としての PR効果
（SDGs の達成など）

地方公共団体との新たな 地域資源などを生かした

2020年4月～

最大

軽減予定
割9

【2020年２月版】 ※本資料の掲載情報は、2020年２月時点での情報です。


